
 

神奈川県教育委員会における個人情報の保護に関する法律施行細則 

（開示請求書） 

第１条 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）第

77条第１項の規定による開示請求書の提出は、保有個人情報開示請求書（第１号様

式）により行わなければならない。 

２ 前項の場合において、法第76条第２項の規定により代理人が開示請求をするとき

は、保有個人情報開示請求書に次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 ⑴ 法定代理人又は本人の委任による代理人の別 

 ⑵ 本人の氏名及び住所又は居所（法人にあっては、その名称、主たる事務所の所

在地及び代表者の氏名） 

 ⑶ 未成年者、成年被後見人又は本人の委任による代理人の委任者の別 

３ 前項の場合において、法第76条第２項に規定する代理人が法人であるときは、保

有個人情報開示請求書を提出しようとする者が当該法人の役員、職員又は代理人で

あることを確認するために必要な書類として神奈川県教育委員会（以下「教育委員

会」という。）が認めるものを提出し、又は提示しなければならない。 

（開示請求に対する決定の通知） 

第２条 法第82条第１項本文の規定による通知は、保有個人情報の全部を開示する旨

の決定をしたときは保有個人情報開示決定通知書（第２号様式）により、保有個人

情報の一部を開示する旨の決定をしたときは保有個人情報一部開示決定通知書（第

３号様式）により行うものとする。 

２ 法第82条第２項の規定による通知は、保有個人情報不開示決定通知書（第４号様

式）により行うものとする。 

（開示請求に対する決定期間の延長等の通知） 

第３条 法第83条第２項の規定による通知は、保有個人情報開示決定等期間延長通知



 

書（第５号様式）により行うものとする。 

２ 法第84条の規定による通知は、保有個人情報開示決定等期間特例延長通知書（第

６号様式）により行うものとする。 

（開示請求に係る事案の移送の通知） 

第４条 法第85条第１項の規定による通知は、保有個人情報開示請求事案移送通知書

（第７号様式）により行うものとする。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等の通知） 

第５条 法第86条第１項の規定による通知は保有個人情報開示請求に係る意見書提

出機会付与通知書（法第86条第１項用）（第８号様式）により、同条第２項の規定に

よる通知は保有個人情報開示請求に係る意見書提出機会付与通知書（法第86条第２

項用）（第９号様式）により行うものとする。 

２ 法第86条第３項（法第107条第１項において準用する場合を含む。）の規定による

通知は、反対意見書に係る保有個人情報の開示決定通知書（第10号様式）により行

うものとする。 

（電磁的記録の開示の方法） 

第６条 法第87条第１項本文に規定する行政機関等が定める方法は、電磁的記録若し

くは電磁的記録を光ディスクその他の電磁的記録媒体（電磁的記録であって電子計

算機による情報処理の用に供されるものに係る記録媒体をいう。）に複写した物（以

下この条において「複写物」という。）を教育委員会及び知事が保有する専用機器に

より再生したものの閲覧若しくは視聴又は複写物の交付とする。ただし、これらの

方法により難いときは、電磁的記録を教育委員会及び知事が保有するプログラム

（電子計算機に対する指令であって、一の結果を得ることができるように組み合わ

されたものをいう。）を使用して用紙に出力した物の閲覧、その写しの交付その他

教育委員会が適当と認める方法により行うものとする。 



 

（閲覧又は視聴による開示の実施） 

第７条 法第82条第１項の規定により開示の決定を受けた者が、行政文書（法第60条

第１項に規定する地方公共団体等行政文書をいい、法第87条第１項ただし書に規定

する保有個人情報が記録されている文書又は図画の写し並びに前条に規定する専

用機器により再生したもの、用紙に出力した物及び教育委員会が適当と認める方法

により開示されるものを含む。以下この条において同じ。）の閲覧又は視聴をしよ

うとするときは、当該行政文書を丁寧に取り扱わなければならず、汚損し、又は破

損してはならない。 

２ 前項の規定に違反する者に対しては、教育委員会は、行政文書の閲覧又は視聴を

中止させ、又は禁止することができる。 

（写しの交付） 

第８条 法第87条第１項の規定による写しの交付の部数は、一の請求につき１部とす

る。 

２ 個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年神奈川県条例第63号。以下「条

例」という。）第４条第２項に規定する写しの交付等に要する費用は、前納とする。 

（開示の実施の方法等の申出） 

第９条 法第87条第３項の規定による申出は、保有個人情報開示実施方法等申出書

（第11号様式）により行わなければならない。 

（送付に要する費用の納付方法） 

第10条 個人情報の保護に関する法律施行令（平成15年政令第507号）第28条第４項

の規定による送付に要する費用の納付は、郵便切手により行うものとする。 

（訂正請求書） 

第11条 法第91条第１項の規定による訂正請求書の提出は、保有個人情報訂正請求書

（第12号様式）により行わなければならない。 



 

２ 第１条第２項の規定は、保有個人情報訂正請求書の記載について準用する。 

３ 第１条第３項の規定は、保有個人情報訂正請求書の提出について準用する。 

（訂正請求に対する決定の通知） 

第12条 法第93条第１項の規定による通知は保有個人情報訂正決定通知書（第13号様

式）により、同条第２項の規定による通知は保有個人情報不訂正決定通知書（第14

号様式）により行うものとする。 

（訂正請求に対する決定期間の延長等の通知） 

第13条 法第94条第２項の規定による通知は、保有個人情報訂正決定等期間延長通知

書（第15号様式）により行うものとする。 

２ 法第95条の規定による通知は、保有個人情報訂正決定等期間特例延長通知書（第

16号様式）により行うものとする。 

（訂正請求に係る事案の移送の通知） 

第14条 法第96条第１項の規定による通知は、保有個人情報訂正請求事案移送通知書

（第17号様式）により行うものとする。 

（利用停止請求書） 

第15条 法第99条第１項の規定による利用停止請求書の提出は、保有個人情報利用停

止請求書（第18号様式）により行わなければならない。 

２ 第１条第２項の規定は、保有個人情報利用停止請求書の記載について準用する。 

３ 第１条第３項の規定は、保有個人情報利用停止請求書の提出について準用する。 

（利用停止請求に対する決定の通知） 

第16条 法第101条第１項の規定による通知は保有個人情報利用停止決定通知書（第

19号様式）により、同条第２項の規定による通知は保有個人情報利用不停止決定通

知書（第20号様式）により行うものとする。 

（利用停止請求に対する決定期間の延長等の通知） 



 

第17条 法第102条第２項の規定による通知は、保有個人情報利用停止決定等期間延

長通知書（第21号様式）により行うものとする。 

２ 法第103条の規定による通知は、保有個人情報利用停止決定等期間特例延長通知

書（第22号様式）により行うものとする。 

（諮問に係る資料） 

第18条 条例第11条に定める県の機関等が定める書類は、次に掲げる書類とする。 

 ⑴ 審査請求書の写し 

 ⑵ 開示請求、訂正請求又は利用停止請求に係る請求書の写し 

 ⑶ 前号の請求に対する決定に係る通知書の写し（不作為に係る審査請求である場

合を除く。） 

 ⑷ 法第106条第２項の規定により読み替えて適用する行政不服審査法（平成26年

法律第68号）第30条第１項に規定する反論書の写し（反論書を提出すべき相当の

期間内に反論書の提出があった場合に限る。） 

 ⑸ 法第106条第２項の規定により読み替えて適用する行政不服審査法第30条第２

項に規定する意見書の写し（意見書を提出すべき相当の期間内に意見書の提出が

あった場合に限る。） 

（諮問をした旨の通知） 

第19条 法第105条第３項の規定において準用する同条第２項の規定による通知は、

個人情報保護審査会諮問通知書（第23号様式）により行うものとする。 

（神奈川県個人情報保護審査会への通知） 

第20条 教育委員会は、法第106条第１項に規定する開示決定等、訂正決定等、利用停

止決定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求に係る不作為に係る審査請

求につき同条第２項の規定により読み替えて適用する行政不服審査法第31条から

第36条までに規定する手続が行われたときは、遅滞なく、その旨を神奈川県個人情



 

報保護審査会に通知するものとする。 

（事務の専決） 

第21条 神奈川県情報公開・個人情報保護審議会に関する事務、法に基づく処分等に

ついて行政不服審査法の規定に基づく審査請求があった場合における当該審査請

求についての裁決に関する事務（神奈川県個人情報保護審査会への諮問に関する事

務を含む。以下同じ。）、個人情報ファイル簿の作成に関する事務及び保有個人情報

の開示、訂正、利用停止等に関する事務は、別表の左欄の区分に応じ、同表の右欄

に掲げる職にある者が専決するものとする。 

（実施細目） 

第22条 この規則の施行に関し必要な事項は、教育長が定める。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

別表（第21条関係） 

神奈川県情報公開・個人情報保護審議会に関する事

務、法に基づく処分等について行政不服審査法の規定

に基づく審査請求があった場合における当該審査請

求についての裁決に関する事務及び個人情報ファイ

ル簿の作成に関する事務 

神奈川県教育委員会教育局総務室長 

保有個人情報の開示、訂正、利用停止等に関する事務 神奈川県教育委員会関係職員の職の設

置等に関する規則（昭和35年神奈川県

教育委員会規則第16号）第５条第１項

に規定する室長及び課長並びに同規則

第８条第１項に規定する所管機関等の

長並びに県立の高等学校、中等教育学

校及び特別支援学校の校長 

 



第１号様式（第１条関係）（表）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 
 

保有個人情報開示請求書 
 

年  月  日  
 

 神奈川県教育委員会殿 
 

                      氏    名 

                      郵 便 番 号 

                      住所（居所） 

                      電 話 番 号 

 

 個人情報の保護に関する法律第76条第１項（第２項）の規定により、次のとおり保有個人情報

の開示を請求します。 

開示請求に係る保有

個人情報の内容 

 開示請求に係る保有個人情報が特定できるように当該保有個人情報 
 が記録されている行政文書の名称等をできるだけ具体的に記載して 
 ください。 

 

 

 

求める開示の実施の

方法等 

□窓口における閲覧又は視聴 

□窓口における写しの交付 

□写しの送付（郵送） 

本人（代理人本人）

であることを確認す

ることができる書類 

□運転免許証 □健康保険の被保険者証 □個人番号カード 

□その他（                    ） 

 

※代理人が開示請求

をしようとする場合

における代理人の別

及び代理人の資格を

証明する書類 

□法定代理人 

 資格を証明する書類 □戸籍謄本 □登記事項証明書 

           □その他（          ） 

□本人の委任による代理人（以下「任意代理人」という。） 

 資格を証明する書類 □委任状 

           □その他（          ） 

代理人が開示請求を

しようとする場合に

おける本人の氏名等 

１ 本人の氏名 

２ 本人の住所又は居所 

３ 本人の電話番号 

４ 本人の状況 

  □未成年者（生年月日    年  月  日） 

  □成年被後見人 □任意代理人の委任者 

行政文書を管理して

いる室課所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

備       考 
 

 
 



（裏） 

備考 １ □のある欄には、該当する□内にレ印を記入してください。 

   ２ 郵送で開示請求をする場合は、本人又は代理人本人（法人である場合を除く。）である

ことを確認することができる書類（以下「本人確認書類」という。）に加え、本人又は代

理人本人の住民票の写しを提出してください。当該住民票の写しは、開示請求をする日

前30日以内に作成されたものに限ります。なお、当該住民票の写しに個人番号の記載が

ある場合は、当該個人番号を黒く塗り潰してください。 

   ３ 本人確認書類として個人番号カードの写しを提出する場合は、表面（個人番号の記載

がない面）のみを複写してください。また、本人確認書類として健康保険の被保険者証

の写しを提出する場合は、保険者番号及び被保険者等記号・番号を黒く塗り潰してくだ

さい。 

   ４ 委任状は、委任者本人が押印したもので、開示請求をする日前30日以内に作成された

ものに限ります。当該委任状には、その押印した印鑑に係る印鑑登録証明書（開示請求

をする日前30日以内に作成されたものに限ります。）を添付してください。 

   ５ 法定代理人の資格を証明する書類（戸籍謄本、登記事項証明書等）は、開示請求をす

る日前30日以内に作成されたものに限ります。 

   ６ 開示請求をした代理人が当該開示請求に係る保有個人情報の開示を受ける前にその資

格を喪失したときは、直ちに書面でその旨を届け出てください。 

   ７ 代理人が法人である場合は、※の欄の書類に加え、実際に窓口で請求する方が当該法

人を代表する者であることを証明する書類又は当該法人の従業者であることを証明する

書類の提出又は提示が必要となります。 

   ８ 窓口において保有個人情報の開示を実施する日について希望がある場合は、その日を

備考欄に記載してください。なお、当該日における開示の実施の可否については、保有

個人情報開示決定通知書又は保有個人情報一部開示決定通知書により通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２号様式（第２条関係）（表）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報開示決定通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日に開示請求がありました保有個人情報については、個人情報の保護に

関する法律第82条第１項の規定により、次のとおり開示の決定をしましたので通知します。 

 なお、この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、神奈川県教育委員会に対して審査請求をすることができます。 

 また、この処分については、上記の審査請求を行ったか否かにかかわらず、この処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、神奈川県を被告として（訴訟において神奈川

県を代表する者は神奈川県教育委員会となります。）、横浜地方裁判所に処分の取消しの訴えを提

起することもできます。ただし、上記の審査請求をした場合においては、処分の取消しの訴えを

提起することができる期間は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内となります。 

開示請求に係る保

有個人情報の内容 

 

 

 

 

 

開示請求に対して

特定した保有個人

情報の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開示する保有個人

情報の利用目的 

 

 

 

 

 



（裏） 

あなたが開示請求

で求めた開示の実

施の方法による開

示の可否等 

□ あなたが求めた郵送による開示の実施をすることができます。この通

知書に同封した案内に従って、写しの作成に要する費用及び郵送に要す

る費用を送ってください。 

□ あなたが求めた開示の実施の方法（□閲覧又は視聴 □写しの交付）

及び開示の実施日（    年  月  日）での開示の実施をするこ

とができます。当該日の  時  分から  時  分までの間に、  

       にお越しください。 

□ あなたが求めた開示の実施の方法等では開示を行うことができない

（あなたから開示の実施の方法等の求めがない）ので、この通知書に同

封した保有個人情報開示実施方法等申出書に必要事項を記入の上、事務

担当室課所に提出してください。開示の実施の方法については、（□窓口

における閲覧又は視聴 □窓口における写しの交付 □郵送による写

しの交付）の方法によることができます。なお、窓口における開示の実

施を希望する場合は、開示の実施を希望する日（    年  月   

 日から    年  月  日までの期間内のいずれかの日（閉庁日を

除く。）に限ります。）を記入した保有個人情報開示実施方法等申出書を

事前に提出した上で、当該日の  時  分から  時  分までの間

に、       にお越しください。 

郵送による開示の

場合の費用等 

１ 郵送に要する費用      円 

２ 郵送に要する日数      日 

 １の費用に加え、写しの作成に要する費用が必要となります。詳細は、

この通知書に同封した案内を御覧ください。 

事務担当室課所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備      考 
 

 

備考 窓口で保有個人情報の開示を受ける際には、この通知書を係員に提示してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３号様式（第２条関係）（表）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報一部開示決定通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日に開示請求がありました保有個人情報については、個人情報の保護に

関する法律第82条第１項の規定により、次のとおりその一部について開示の決定をしましたので

通知します。 

 なお、この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、神奈川県教育委員会に対して審査請求をすることができます。 

 また、この処分については、上記の審査請求を行ったか否かにかかわらず、この処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、神奈川県を被告として（訴訟において神奈川

県を代表する者は神奈川県教育委員会となります。）、横浜地方裁判所に処分の取消しの訴えを提

起することもできます。ただし、上記の審査請求をした場合においては、処分の取消しの訴えを

提起することができる期間は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内となります。 

開示請求に係る保

有個人情報の内容 

 

 

 

開示請求に対して

特定した保有個人

情報の概要 

 

 

 

開示する保有個人

情報の利用目的 

 

 

 

開示しない部分及

び理由 

（開示しない部分） 

 

 

 

（開示しない理由） 

個人情報の保護に関する法律第78条第１項第  号 該当 

（理由） 

 

 



（裏） 

あなたが開示請求

で求めた開示の実

施の方法による開

示の可否等 

□ あなたが求めた郵送による開示の実施をすることができます。この通

知書に同封した案内に従って、写しの作成に要する費用及び郵送に要す

る費用を送ってください。 

□ あなたが求めた開示の実施の方法（□閲覧又は視聴 □写しの交付）

及び開示の実施日（    年  月  日）での開示の実施をするこ

とができます。当該日の  時  分から  時  分までの間に、  

       にお越しください。 

□ あなたが求めた開示の実施の方法等では開示を行うことができない

（あなたから開示の実施の方法等の求めがない）ので、この通知書に同

封した保有個人情報開示実施方法等申出書に必要事項を記入の上、事務

担当室課所に提出してください。開示の実施の方法については、（□窓口

における閲覧又は視聴 □窓口における写しの交付 □郵送による写

しの交付）の方法によることができます。なお、窓口における開示の実

施を希望する場合は、開示の実施を希望する日（    年  月   

 日から    年  月  日までの期間内のいずれかの日（閉庁日を

除く。）に限ります。）を記入した保有個人情報開示実施方法等申出書を

事前に提出した上で、当該日の  時  分から  時  分までの間

に、       にお越しください。 

郵送による開示の

場合の費用等 

１ 郵送に要する費用      円 

２ 郵送に要する日数      日 

 １の費用に加え、写しの作成に要する費用が必要となります。詳細は、

この通知書に同封した案内を御覧ください。 

事務担当室課所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備      考 
 

 

備考 窓口で保有個人情報の開示を受ける際には、この通知書を係員に提示してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４号様式（第２条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報不開示決定通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日に開示請求がありました保有個人情報については、個人情報の保護に

関する法律第82条第２項の規定により、次のとおり不開示の決定をしましたので通知します。 

 なお、この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、神奈川県教育委員会に対して審査請求をすることができます。 

 また、この処分については、上記の審査請求を行ったか否かにかかわらず、この処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、神奈川県を被告として（訴訟において神奈川

県を代表する者は神奈川県教育委員会となります。）、横浜地方裁判所に処分の取消しの訴えを提

起することもできます。ただし、上記の審査請求をした場合においては、処分の取消しの訴えを

提起することができる期間は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内となります。 

開示請求に係る保

有個人情報の内容 

 

 

 

開示しない理由 

個人情報の保護に関する法律第78条第１項第  号 該当 

（理由） 

 

 

 

 

事務担当室課所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備      考 
 

 

 

 

 

 

 



第５号様式（第３条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報開示決定等期間延長通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日に開示請求がありました保有個人情報については、個人情報の保護に

関する法律第83条第２項の規定により、次のとおり開示決定等の期間を延長します。 

開示請求に係る保

有個人情報の内容 

 

 

 

延 長 後 の 期 間 日（開示決定等の期限     年  月  日） 

延 長 の 理 由 

 

 

 

事務担当室課所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備      考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第６号様式（第３条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報開示決定等期間特例延長通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日に開示請求がありました保有個人情報については、個人情報の保護に

関する法律第84条の規定により、次のとおり開示決定等の期間を延長します。 

開示請求に係る保有

個人情報の内容 

 

 

 

法第84条の規定を適

用する理由 

 

 

 

開示請求に係る保有

個人情報のうちの相

当の部分について開

示決定等をする期限 

年  月  日 

残りの保有個人情報

について開示決定等

をする期限 

年  月  日 

事 務 担 当 室 課 所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備       考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第７号様式（第４条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報開示請求事案移送通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日に開示請求がありました保有個人情報については、個人情報の保護に

関する法律第85条第１項の規定により、次のとおり事案を移送したので通知します。 

 なお、今後の保有個人情報の開示決定等については、移送を受けた行政機関の長等において行

います。 

開示請求に係る保有

個人情報の内容 

 

 

 

事案を移送した日 年  月  日 

事案を移送した理由 

 

 

 

移送を受けた行政機

関の長等 

（行政機関の長等） 

（連絡先）担当所属名 

     担当者名 

     所在地 

     電話番号 

移送をした事務担当

室課所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備       考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



第８号様式（第５条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報開示請求に係る意見書提出機会付与通知書（法第86条第１項用） 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

 あなたに関する情報が含まれている保有個人情報について、個人情報の保護に関する法律第76

条の規定に基づき開示請求がありましたが、当該保有個人情報を開示することにつき、意見書を

提出することができますので、同法第86条第１項の規定により、次のとおり通知します。当該保

有個人情報を開示することにつき意見があるときは、同封した意見書を提出してください。 

 なお、提出期限までに当該意見書の提出がない場合は、特に意見がないものとして扱います。 

開示請求に係る保有

個人情報に含まれて

いるあなたに関する

情報の内容 

 

開示請求の年月日 年  月  日 

意 見 書 の 提 出 先 

（事務担当室課所） 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

意見書の提出期限 年  月  日 

備       考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第９号様式（第５条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報開示請求に係る意見書提出機会付与通知書（法第86条第２項用） 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

 あなたに関する情報が含まれている保有個人情報について、個人情報の保護に関する法律第76

条の規定に基づき開示請求がありましたが、当該保有個人情報を開示することにつき、意見書を

提出することができますので、同法第86条第２項の規定により、次のとおり通知します。当該保

有個人情報を開示することにつき意見があるときは、同封した意見書を提出してください。 

 なお、提出期限までに当該意見書の提出がない場合は、特に意見がないものとして扱います。 

開示請求に係る保有

個人情報に含まれて

いるあなたに関する

情報の内容 

 

開示請求の年月日 年  月  日 

法第86条第２項各号

のいずれに該当する

かの別及びその理由 

法第86条第２項第  号該当 

（理由） 

意 見 書 の 提 出 先 

（事務担当室課所） 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

意見書の提出期限 年  月  日 

備       考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第10号様式（第５条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

反対意見書に係る保有個人情報の開示決定通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

 あなたから    年  月  日に提出がありました意見書に係る保有個人情報については

開示決定をしましたので、個人情報の保護に関する法律第86条第３項（第107条第１項において準

用する第86条第３項）の規定により、次のとおり通知します。 

 なお、この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、神奈川県教育委員会に対して審査請求をすることができます。 

 また、この処分については、上記の審査請求を行ったか否かにかかわらず、この処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、神奈川県を被告として（訴訟において神奈川

県を代表する者は神奈川県教育委員会となります。）、横浜地方裁判所に処分の取消しの訴えを提

起することもできます。ただし、上記の審査請求をした場合においては、処分の取消しの訴えを

提起することができる期間は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内となります。 

開示請求に係る保有

個人情報に含まれて

いるあなたに関する

情報の内容 

 

開示決定をした理由 

 

 

 

開示を実施する日 年  月  日 

事 務 担 当 室 課 所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備       考 
 

 

 

 

 

 



第11号様式（第９条関係）（表）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報開示実施方法等申出書 

 

年  月  日  

 

 神奈川県教育委員会殿 

 

                       住  所 

 

                       氏  名 

 

                       電話番号 

 

 個人情報の保護に関する法律第87条第３項の規定により、次のとおり申し出ます。 

保有個人情報（一

部）開示決定通知

書の記号及び番号

並びに日付 

 

記号及び番号    第     号 

日付     年  月  日 

 

求める開示の実施

の方法等 

□ 窓口における開示 

 １ 実施の方法 □閲覧又は視聴 □写しの交付 

 ２ 実施を希望する日     年  月  日 

□ 写しの送付（郵送） 

事務担当室課所 
        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

備考 １ □のある欄には、該当する□内にレ印を記入してください。 

   ２ 保有個人情報の一部のみの開示の実施を求める場合又は保有個人情報について部分ご

とに異なる方法による開示の実施を求める場合は、裏面の所定の欄に必要事項を記入の

上、提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（裏） 

保有個人情報の一

部のみの開示の実

施を求める場合の

当該部分の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有個人情報につ

いて部分ごとに異

なる方法による開

示の実施を求める

場合における当該

部分ごとの内容 

（閲覧又は視聴を求める部分の内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写しの交付を求める部分の内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第12号様式（第11条関係）（表）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報訂正請求書 
 

年  月  日  
 

 神奈川県教育委員会殿 
 

                      氏    名 

                      郵 便 番 号 

                      住所（居所） 

                      電 話 番 号 

 

 個人情報の保護に関する法律第90条第１項（第２項）の規定により、次のとおり保有個人情報

の訂正を請求します。 

訂正請求に係る保有

個人情報の内容その

他当該保有個人情報

を特定するに足りる

事項 

 

訂正請求の趣旨及び

理由 

 

本人（代理人本人）

であることを確認す

ることができる書類 

□運転免許証 □健康保険の被保険者証 □個人番号カード 

□その他（                    ） 

※代理人が訂正請求

をしようとする場合

における代理人の別

及び代理人の資格を

証明する書類 

□法定代理人 

 資格を証明する書類 □戸籍謄本 □登記事項証明書 

           □その他（        ） 

□本人の委任による代理人（以下「任意代理人」という。） 

 資格を証明する書類 □委任状 

           □その他（        ） 

代理人が訂正請求を

しようとする場合に

おける本人の氏名等 

１ 本人の氏名 

２ 本人の住所又は居所 

３ 本人の電話番号 

４ 本人の状況 

  □未成年者（生年月日    年  月  日） 

  □成年被後見人 □任意代理人の委任者 

行政文書を管理して

いる室課所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

備       考 
 

 

 



（裏） 

備考 １ □のある欄には、該当する□内にレ印を記入してください。 

   ２ 郵送で訂正請求をする場合は、本人又は代理人本人（法人である場合を除く。）である

ことを確認することができる書類（以下「本人確認書類」という。）に加え、本人又は代

理人本人の住民票の写しを提出してください。当該住民票の写しは、訂正請求をする日

前30日以内に作成されたものに限ります。なお、当該住民票の写しに個人番号の記載が

ある場合は、当該個人番号を黒く塗り潰してください。 

   ３ 本人確認書類として個人番号カードの写しを提出する場合は、表面（個人番号の記載

がない面）のみを複写してください。また、本人確認書類として健康保険の被保険者証

の写しを提出する場合は、保険者番号及び被保険者等記号・番号を黒く塗り潰してくだ

さい。 

   ４ 委任状は、委任者本人が押印したもので、訂正請求をする日前30日以内に作成された

ものに限ります。当該委任状には、その押印した印鑑に係る印鑑登録証明書（訂正請求

をする日前30日以内に作成されたものに限ります。）を添付してください。 

   ５ 法定代理人の資格を証明する書類（戸籍謄本、登記事項証明書等）は、訂正請求をす

る日前30日以内に作成されたものに限ります。 

   ６ 代理人が法人である場合は、※の欄の書類に加え、実際に窓口で請求する方が当該法

人を代表する者であることを証明する書類又は当該法人の従業者であることを証明する

書類の提出又は提示が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第13号様式（第12条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報訂正決定通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日に訂正請求がありました保有個人情報については、個人情報の保護に

関する法律第93条第１項の規定により、次のとおり訂正決定をしましたので通知します。 

 なお、この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、神奈川県教育委員会に対して審査請求をすることができます。 

 また、この処分については、上記の審査請求を行ったか否かにかかわらず、この処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、神奈川県を被告として（訴訟において神奈川

県を代表する者は神奈川県教育委員会となります。）、横浜地方裁判所に処分の取消しの訴えを提

起することもできます。ただし、上記の審査請求をした場合においては、処分の取消しの訴えを

提起することができる期間は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内となります。 

訂正請求に係る保

有個人情報の内容 

 

 

 

訂 正 の 内 容 

 

 

 

訂 正 の 理 由 

 

 

 

事務担当室課所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備      考 
 

 

 

 

 

 

 



第14号様式（第12条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報不訂正決定通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日に訂正請求がありました保有個人情報については、個人情報の保護に

関する法律第93条第２項の規定により、次のとおり訂正しないこととしましたので通知します。 

 なお、この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、神奈川県教育委員会に対して審査請求をすることができます。 

 また、この処分については、上記の審査請求を行ったか否かにかかわらず、この処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、神奈川県を被告として（訴訟において神奈川

県を代表する者は神奈川県教育委員会となります。）、横浜地方裁判所に処分の取消しの訴えを提

起することもできます。ただし、上記の審査請求をした場合においては、処分の取消しの訴えを

提起することができる期間は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内となります。 

訂正請求に係る保

有個人情報の内容 

 

 

 

訂正をしない理由 

 

 

 

事務担当室課所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備      考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第15号様式（第13条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報訂正決定等期間延長通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日に訂正請求がありました保有個人情報については、個人情報の保護に

関する法律第94条第２項の規定により、次のとおり訂正決定等の期間を延長します。 

訂正請求に係る保

有個人情報の内容 

 

 

 

延 長 後 の 期 間 日（訂正決定等の期限    年  月  日） 

延 長 の 理 由 

 

 

 

事務担当室課所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備      考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第16号様式（第13条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報訂正決定等期間特例延長通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日に訂正請求がありました保有個人情報については、個人情報の保護に

関する法律第95条の規定により、次のとおり訂正決定等の期間を延長します。 

訂正請求に係る保

有個人情報の内容 

 

 

 

法第95条の規定を

適用する理由 

 

 

 

延長後の訂正決定

等をする期限 
年  月  日 

事務担当室課所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備      考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第17号様式（第14条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報訂正請求事案移送通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日に訂正請求がありました保有個人情報については、個人情報の保護に

関する法律第96条第１項の規定により、次のとおり事案を移送したので通知します。 

 なお、今後の保有個人情報の訂正決定等については、移送を受けた行政機関の長等において行

います。 

訂正請求に係る保有

個人情報の内容 

 

 

 

事案を移送した日 年  月  日 

事案を移送した理由 

 

 

 

移送を受けた行政機

関の長等 

（行政機関の長等） 

（連絡先）担当所属名 

     担当者名 

     所在地 

     電話番号 

移送をした事務担当

室課所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備       考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



第18号様式（第15条関係）（表）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報利用停止請求書 
 

年  月  日  
 

 神奈川県教育委員会殿 
 

                      氏    名 

                      郵 便 番 号 

                      住所（居所） 

                      電 話 番 号 

 

 個人情報の保護に関する法律第98条第１項（第２項）の規定により、次のとおり保有個人情報

の利用停止を請求します。 

利用停止請求に係る保

有個人情報その他当該

保有個人情報を特定す

るに足りる事項 

 

利用停止請求の趣旨及

び理由 

 

 

 

本人（代理人本人）で 

あることを確認するこ

とができる書類 

□運転免許証 □健康保険の被保険者証 □個人番号カード 

□その他（                    ） 

※代理人が利用停止請

求をしようとする場合

における代理人の別及

び代理人の資格を証明

する書類 

□法定代理人 

 資格を証明する書類 □戸籍謄本 □登記事項証明書  

           □その他（        ） 

□本人の委任による代理人（以下「任意代理人」という。） 

 資格を証明する書類 □委任状 

           □その他（        ） 

代理人が利用停止請求

をしようとする場合に

おける本人の氏名等 

１ 本人の氏名 

２ 本人の住所又は居所 

３ 本人の電話番号 

４ 本人の状況 

  □未成年者（生年月日    年  月  日） 

  □成年被後見人 □任意代理人の委任者 

行政文書を管理してい

る室課所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

備        考 
 

 

 



（裏） 

備考 １ □のある欄には、該当する□内にレ印を記入してください。 

   ２ 郵送で利用停止請求をする場合は、本人又は代理人本人（法人である場合を除く。）で

あることを確認することができる書類（以下「本人確認書類」という。）に加え、本人又

は代理人本人の住民票の写しを提出してください。当該住民票の写しは、利用停止請求

をする日前30日以内に作成されたものに限ります。なお、当該住民票の写しに個人番号

の記載がある場合は、当該個人番号を黒く塗り潰してください。 

   ３ 本人確認書類として個人番号カードの写しを提出する場合は、表面（個人番号の記載

がない面）のみを複写してください。また、本人確認書類として健康保険の被保険者証

の写しを提出する場合は、保険者番号及び被保険者等記号・番号を黒く塗り潰してくだ

さい。 

   ４ 委任状は、委任者本人が押印したもので、利用停止請求をする日前30日以内に作成さ

れたものに限ります。当該委任状には、その押印した印鑑に係る印鑑登録証明書（利用

停止請求をする日前30日以内に作成されたものに限ります。）を添付してください。 

   ５ 法定代理人の資格を証明する書類（戸籍謄本、登記事項証明書等）は、利用停止請求

をする日前30日以内に作成されたものに限ります。 

   ６ 代理人が法人である場合は、※の欄の書類に加え、実際に窓口で請求する方が当該法

人を代表する者であることを証明する書類又は当該法人の従業者であることを証明する

書類の提出又は提示が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第19号様式（第16条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報利用停止決定通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日に利用停止請求がありました保有個人情報については、個人情報の保

護に関する法律第101条第１項の規定により、次のとおり利用停止の決定をしましたので通知しま

す。 

 なお、この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、神奈川県教育委員会に対して審査請求をすることができます。 

 また、この処分については、上記の審査請求を行ったか否かにかかわらず、この処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、神奈川県を被告として（訴訟において神奈川

県を代表する者は神奈川県教育委員会となります。）、横浜地方裁判所に処分の取消しの訴えを提

起することもできます。ただし、上記の審査請求をした場合においては、処分の取消しの訴えを

提起することができる期間は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内となります。 

利用停止請求に係る保

有個人情報の内容 

 

 

 

利用停止の決定の内容 

 

 

 

利 用 停 止 の 理 由 

 

 

 

事 務 担 当 室 課 所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備        考 
 

 

 

 

 

 



第20号様式（第16条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報利用不停止決定通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日に利用停止請求がありました保有個人情報については、個人情報の保

護に関する法律第101条第２項の規定により、次のとおり利用停止しないこととしましたので通知

します。 

 なお、この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、神奈川県教育委員会に対して審査請求をすることができます。 

 また、この処分については、上記の審査請求を行ったか否かにかかわらず、この処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、神奈川県を被告として（訴訟において神奈川

県を代表する者は神奈川県教育委員会となります。）、横浜地方裁判所に処分の取消しの訴えを提

起することもできます。ただし、上記の審査請求をした場合においては、処分の取消しの訴えを

提起することができる期間は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内となります。 

利用停止請求に係る保

有個人情報の内容 

 

 

 

利用停止をしない理由 

 

 

 

事 務 担 当 室 課 所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備        考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



第21号様式（第17条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報利用停止決定等期間延長通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日に利用停止請求がありました保有個人情報については、個人情報の保

護に関する法律第102条第２項の規定により、次のとおり利用停止決定等の期間を延長します。 

利用停止請求に係る

保有個人情報の内容 

 

 

 

延 長 後 の 期 間 日（利用停止決定等の期限    年  月  日） 

延 長 の 理 由 

 

 

 

事 務 担 当 室 課 所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備       考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第22号様式（第17条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保有個人情報利用停止決定等期間特例延長通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日に利用停止請求がありました保有個人情報については、個人情報の保

護に関する法律第103条の規定により、次のとおり利用停止決定等の期間を延長します。 

利用停止請求に係る

保有個人情報の内容 

 

 

 

法第103条の規定を

適用する理由 

 

 

 

利用停止決定等をす

る期限 
年  月  日 

事 務 担 当 室 課 所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

備       考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第23号様式（第19条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

個人情報保護審査会諮問通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

神奈川県教育委員会 印  

 

     年  月  日の審査請求について、次のとおり神奈川県個人情報保護審査会に諮問

したので、 個人情報の保護に関する法律第105条第３項において準用する同条第２項の規定によ

り、次のとおり通知します。 

審査請求に係る保有 

個人情報の内容 

 

 

 

審 査 請 求 の 内 容 

 

 

 

審査請求があった日 年  月  日 

審査会に諮問した日 年  月  日 

事 務 担 当 室 課 所 

        局（所）         室・部 

        課            グループ（班） 

電話番号               内線 

 


